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1 係者者 言 表 ]  研究開発戦略センタ 一のミッション 

独立行政法人科学技術振興機構 (JST) におけ 

る中核事業 " 戦略的創造研究推進事業 " ほ 、 平成 

「 5 年度の競争的研究資金の 約「 3% を占め、 

CRES 丁や三 RAATO など世界的にもよく 知られた 

基礎研究フロクラムを 実施している。 

当該事業 は 、 「国が定める 戦略目標の達成へ 向け 

た基礎的研究を 推進することにより、 新技術の創 

製に資する知的資産を 形成する」ことを 目的とし、 

文部科学 省 が定める " 戦略目標 " に 基 ついた " ト 

、 ソフタウン型 " の基礎研究推進事業であ る。 

このような " トップタウン 型 " の基礎研究を 効 

果的に推進するためにほ、 基礎研究からイノベー 

ションにわたる 研究開発事業の 戦略立案機能を 強 

化する必要があ る。 また、 平成「 5 年に実施され 

た 総合科学技術会議による 競争的研究資金制度の 

評価において ち 、 「拡充すべき 領域を具体的に 調査 

分析の上、 制度の充実を 図るぺき」と 指摘される 

など、 研究戦略立案機能の 強化が求められていた。 

このような潮流の 中、 し S 丁の研究開発戦略の 立 

案や研究領域の 設定等のための 調査・分析・ 設計、 

研究領域全体の 評価を行う機能を 強化するため、 

専門家 ( フェロ一 ) からなる研究開発戦略センタ 

ーが平成「 5 年ア月に発足した。 

研究開発戦略センタ 一のミッション は表 ] の 道 

りであ る。 

ゥ 研究開発関連の 政府諸機関と 研究者集団との 

コミ コ ニティを形成すること。 

)  今後重要となる 研究開発分野、 領域、 課題 お 

よびその推進方法等を 明らかにすること。 

ゥ 海外の研究開発の 状況を比較・ 分析すること。 

Ⅰ し ST の研究開発戦略を 立案するとともに、 我 

が国の研究開発を 推進すること。 

Ⅱ． 15 年度の成 @ 

(1) 体制の整備 

平成「 5 年下期においては、 研究開発戦略の 立 

案のための体制整備に 重点を置いて 当事業を推進 

した。 フエコーとして、 大学等の推薦に 基づく 選 

考 ・採用と公募による 採用を併用し、 大学や民間 

等において研究経験のあ る者を・ 20 名採用した。 こ 

れにより、 格段に調査・ 分析活動が強化された。 

継続して研究開発戦略の 立案のための 体制の整備 

を行っており、 更に、 外部有識者によるアドパイ 

ヴリ一機能の 強化等の新機軸ち 打ち出している。 

(2) 内外の研究開発動向及び 

社会的・経済的ニーズ 等を調査・分析 

まず、 当 センターが主催する " 科学技術未来戦 

略ワークショッ プ， 等において、 当該分野の専門 

家や国の政策立案に 携わる者等の 広範な参加者に 

よる意見交換を 通じて、 オピ 二方 ンを 集約し、 各反 

の 分野における 重要領域・課題を 抽出した。 特に 

電子‥ ほ 親分野，環境・ ェ ネルギ一分野において 
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ほ、 し ST の基礎研究事業において 重点的に推進す 

べき研究領域等として、 具体的な研究領域をし ST 

担当部室に対して 提言した。 

また、 調査・分析・ 設計活動の一環として 海外 

調査 ( 米国・欧州 ( 欧州共同体，英国，及び 仏国 ) . 

中国 ) を行い、 主要国地域における 研究開発戦略 

の形成のメカニズム ( 予算形成のプロセス ), 基本 

的な研究開発戦略，ファンディンバ・メカニズム 

と予算構造 ( 予算配分のメカニスム ), ファンティ 

ン ク の特徴等を系統的に 分析した。 

その他、 研究開発戦略を 立案するに当たって 必 

要となるテータマイニンクリフトの 開発等にも着 

手した。 これほ 、 特にライフサイエンス 分野の免 

疫分野において 試行的に解析がなされ、 顕著な成 

栗を得ることができた。 

(3) 成果の情報提供 

当 センタ一でほ 、 得られた成果がし S 丁は ちとよ 

り文部科学省や 大学等の研究機関、 ひいてほ社会 

や国民にあ いて広く活用されることを 期待して、 

積極的な情報提供に 取り組んでいる。 すな ね ち、 

当 センタ一の主要機能であ る研究開発戦略の 立案 

や今後必要となる 研究開発課題の 体系的な抽出等 

は 、 横句な形での 還元が期待される ち のであ る。 

例え ぽ、 し ST に対してほ、 基礎的研究事業の 運営 

方針の決定や 新規施策の提案、 新規事業の形成と 

して、 文部科学 省 ，総合科学技術会議等に 対して 

は、 国の研究開発戦略の 立案、 基礎研究の戦略目 

標の策定、 国内外研究状況把握、 新規施策、 新規 

事業の立案に 対する系統的な 資料提供として、 人 

学 等の研究機関に 対しては、 研究開発戦略の 立案、 

産学連携先の 検討、 研究開発投資分析、 研究者リ 

クルートとして、 更に社会や国民に 対しては、 科 

学技術の将来展望、 科学技術の夢 や ピジョンの形 

成、 科学技術の全体像の 把握としての 還元が期待 

される。 

し ST 内の他事業との 連携についてほ 、 当 センタ 

一で主催する 各種のワークショッ プ ，意見交換会， 

セミ す 一等において、 戦略的創造事業本部を 始め 

とするし ST の関連部署からの 参加者を得、 これら 

の機会を通じて 者センタ一で 得た成果や情報を 関 

連 部室に広く提供した。 

文部科学 省等 へ時機を得に 効果的な報告をする 

べく、 調査・分析・ 設計と並行して、 毎週の意見 

交換会での プ レゼンテーション ヤ 文部科学 省 関連 

課室 および科学技術政策研究所との 随時の情報交 

換を通じて成果を 提供した。 また、 科学技術政策 

研究所との連携の 下に、 米国、 主要な 三 U 加盟国 

( 欧州 ) 、 中国を中心とするアジアの 科学技術政 

策 / 研究開発戦略及び 戦略的重点分野における 研 

究 開発実施体制・システムに 関する情報を 収集・ 

分析し「科学技術政策ウォッチャー」と 題して、 

文科省や政策研に 対して情報配信を 開始しだ。 そ 

の他、 研究者コミュニティが 研究開発戦略の 形成 

に関与できる 機会を提供することを 主眼として、 

学会との連携の 企画も併せて 行った。 その結果、 

包括的かつ総合的な 学会や国際的にち 一流の研究 

者が数多く参画している 学会等との有機的な 連携 

について、 いくつかの学会事務局と 協議を進め、 

連携体制を確立しつつあ る。 

更に、 研究開発戦略センタ 一のミッションや 活 

動内容について、 米国，欧州，中国への 調査団の 

派遣に際して、 フレゼンテーションを 行うと共に、 

在日欧州共同体加盟国大使館のアタッシェに 対し 

て 説明し、 当 センタ一に関する 国際的な情報提供 

と連携促進を 図った。 

Ⅲ・重点的に 推進すべき研究領域等の 抽出 

(1) 新興領域・融合領域の 検討 

図 「に示した様に、 研究開発戦略センタ 一では、 

いわ める重点、 4 分野に対応する 4 クルーフ加えて、 

研究システム・ 人材，海覚の 2 クルーフの 6 クル 
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一フ体制で調査・ 分析・設計活動を 実施している。 

16 年度からほ、 これらに加えて 表 2 の様なアド 

ホックな横断クルーフを 編成し、 新興領域や融合 

領域の抽出への 検討ち開始した。 

表 2  研究開発戦略センタ 一における 

アドホックな 横断クルーフ 活動   
  基礎研究へのファンディン ク のあ り方 

  イノベーションを 誘引する 

ファンティンク・システムについて 

  社会ニースの 分析 

  超高速大規模シミコレータの 新たな展開 

  ブ ノテクノロジ 一の可能性の 探索 

(2) 海外技術ベンチマークの 実施 

研究開発戦略センタ 一でほ、 調査・分析。 設計 

活動の一環として、 海外調査 ( 米国・欧州 ( 欧州 

共同体，英国，及 び 仏国 ) . 中国等 ) を行い、 主要 

国地域における 研究開発戦略の 形成のメカニズム 

( 予算形成のプロセス ), 基本的な研究開発戦略， 

ファンティンバ・メカニスム と 予算構造 ( 予算配 

分のメカニズム ), ファンティン ク の特徴等を系統 

的に分析してきた。 この海外調査を 更に集中化、 

強化し、 特定の技術分野について 徹底したべンチ 

マーキングを 実施し、 我が国が世界トップイオン 

リーワンの地位を 獲得することが 見込めるテーマ 

や国際的な科学技術動向を 踏まえて我が 国として 

取り組みが不可欠と 考えられるテーマ 等、 重点的 

に 推進すべき研究領域等の 抽出し、 更に国家的に 

いかに推進す ぺ きか、 というレベルにまで 調査・ 

分析活動を更に 高めていく。 

現在、 こうした海外技術調査としてほ 米国の 

Ⅵ几案 C の活動が世界をリードしている。 例えば、 

ブ ノテクノロジ 一に関するⅥ 圧巨 C 報告書 は 、 かっ 

て米政府の国家 ブ ノテクノロジーイニシアティフ 

に 多大なる影響を 与えた。 当 センタ一にあ いて ち 、 

海外の研究開発動向等に 一段と強力な 体制を整備 

し 、 "G-TeC"( 目 oba 迂旦 chnol gyCom ㏄ rison) 

と称した現地技術動向調査を 行い、 特定の技術分 

野について、 諸外国の技術力を 評価し重点的に 推 

進 すべき研究領域等を 抽出していく 必要があ る。 

平成「 7 年度の科学技術に 関する予算、 人材等の 

資源配分の方針」 ( 総合科学技術会議 ) にあ いても、 

「我が国が比較優位にあ り長期的にも 国際的な競 

争の中で優位性を 確保していくことが 必要な科学 

技術や、 国際社会で我が 国が l 」 一 ターシップを 維 

持するために 必要に科学技術に 係る研究テーマを 

先取りする ち のを平成「 8 年度以降に本格的に 推 

進すべき」とされており、 当 センタ一の "G-TeC" 

活動の強化はまさしくこれに 合致する。 

(3) 重点的に推進すぺき 領域の抽出及びその 推進 

当 センタ一でほ 、 ( Ⅱ， (2) を併せて重点的に 推進 

すべき領域の 抽出及びその 推進方法を立案するこ 

とになる。 

すな ね ち、 図 「で示した様に、 傭轍 的に抽出し 

た 重要研究領域に、 横断クルーフが 抽出した新興 

領域や融合領域を 加え、 これらの中で 特に優先順 

位の高い研究分野について、 海外ベンチマーク 

(G-TeC). を実施し、 我が国としてどのような 万 

策 をとるべきかまで 検討する。 
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図 「 研究開発戦略センタ 一の体制 図 

図 2  研究開発戦略センタ 一における 

重点的に推進すぺき 研究領域の抽出のプロセス 
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